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　本章では、第６章の図６で紹介した学校教育相談活動の３層
のうちの「問題解決的教育相談」について述べます。
　問題解決的教育相談とは、いじめ、不登校、暴力行為、非行
等の問題に対処するための活動です。この領域の問題が生じた
ときに対応するのは、スクールカウンセラー（ＳＣ）やスクー
ルソーシャルワーカー（ＳＳＷ）、専門機関だけではありませ
ん。担任にも、場合によっては、友達や保護者にも、すべての
関係者に役割があります。
　ここでは、「校内チーム支援」「緊急時の連携」「外部の専門機
関と連携する際に重要なこと」「拡大ケース会議」「守秘の問題」
「ケース会議の新しい波」という視点から問題解決的教育相談
について概観し、教育相談コーディネーターがそれにどうかか
わればよいのかを解説します。

　第８章２で「事例把握会議」について概観しました。この会
議で、より丁寧な支援が必要と判断された場合には、そのケー
スに中心的にかかわる数人で構成する「コアチーム」を結成し、
そのチームが「ケース会議」を開いて詳細を決定し、まさに、
支援の核として、支援の全体をマネジメントしていくという流
れにするのがよいと思います。そして、このコアチームの中心
に位置してチーム支援をリードするのが、教育相談コーディネ
ーターです。
　まず重要なのが、コアチームのメンバーの選定です。人数が
多すぎると機動性に欠けます。経験的には４人までなら集まり
やすいです。ですので、教育相談コーディネーター、ＳＣ、担

１
校内チーム支援
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任が中心で、ケースによって学年主任、養護教諭、生徒指導主
事が加わる形が、機動性が高いと思います。なお、小学校や小
規模校の場合は、教頭が教育相談コーディネーター役を務める
ことが多いようです。
　ケース会議とは、基本、作戦会議です。会議の内容は、①情
報の共有、②理解の共有（アセスメント）、③方針の共有、④役
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割の分担（具体的支援策の検討：誰が、いつまでに、何をする
か）、⑤次回の会議の日時の決定、の５つです。重要なのは、こ
の①から⑤までのステップを必ず踏むということです（図９参
照）。「理解の共有」や「方針の共有」で終わってしまったり、
ましてや「情報の共有」で終わってしまっては、担任は「忙し
いなかで資料を準備したのに、何の光も見えない」という事態
になり、徒労感だけが残ります。
　それを避けるためには、時間配分が非常に重要です。会議自
体は40分以内が理想です。その時間のなかで①～⑤を終わらせ
るためには、「①情報の共有」段階はどんなに長くても15分を超
えないことです。その他の留意点としては、「②理解の共有」段
階ではＳＣやＳＳＷに活躍してもらうこと、「③方針の共有」段
階で立てる方針は「当面、こんな方向でやってみましょう」と
いった暫定的なものでよいということです。重要なのは、まず
は動き出して、その動きへの反応を見ながら、アセスメントと
方針を修正していくという現実的な考え方をするということで
す。

　校内チーム支援でうまく対応できている場合はいいのです
が、学校内だけでは対応しきれないケースもあります。こうし
たケースでは、外部の専門機関と「緊急時の連携」を行うこと
になります。
　生徒指導資料「学校と関係機関等との連携」（国立教育政策研究
所生徒指導研究センター、2011）には、その連携先として、警察、
家庭裁判所、少年鑑別所、保護観察所、児童相談所、児童自立

２
緊急時の連携
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支援施設、民生委員・児童委員、民間団体等の機関が挙げられ
ています。学校種別の連携事例やマスコミ対応の仕方等も紹介
されています。無料でダウンロードできますので、手に入れて
ください。この資料を読んでいただけると、連携のイメージが
できると思います。
　なお、同資料には掲載されていませんが、大学で相談室を設
けているところも少なくありませんので、近くに大学がある場
合は活用されるとよいでしょう。
　ただ、「どの機関と、どのように連携すればよいのか、よくわ
からない」という場合がほとんどではないかと思います。そう
いう場合は、状況を整理した上で管理職に相談し、管理職から
教育委員会に相談をするというルートが現実的です。
　専門機関と連携するメリットは、多くの事例を見てきたこと
による的確なアセスメントと、それに基づく見通しの提供、そ
して具体的な支援です。その結果、学校としても抱え込むこと
がなくなり、過度な負担も軽減され、実質的にも、心理的にも
ずいぶんと楽になります。

　専門機関は「専門」がはっきりしているため、できることと
できないことがはっきりしています。また、同種の機関であっ
ても、実際には、個々の機関によってかなり違います。ですか
ら、専門機関と連携する際に第１に重要なのは、「個々の専門機
関をよく知る」ことです。
　例えば、メンタルな問題といっても、児童精神科、思春期外

３ 外部の専門機関と連携する際に
重要なこと
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来、精神科、心療内科等があり、対応できるケースもかなり違
います。実際に連絡を入れると、「カウンセラーの出勤は水曜日
だけ」「カウンセラーが男性なので、女性の方はやめたほうがい
いかも」「認知症の患者さんがほとんどです」「うちは投薬が中
心なので」といった詳細な情報が手に入ります。
　連携についても、スタンスは多様です。「守秘義務が前提なの
で、相談内容は一切教えられません」というところもあれば、
「ぜひ、学校の情報を教えてください。こちらも詳細をお伝えす
ることは難しいけれども、質問にはお答えできます」というと
ころもあります。
　外部の専門機関と効果的な連携をするには、 このような
「個々の専門機関を知る」ことが重要です。その上で、それぞれ
の子どもに合った専門機関を紹介することが必要になります。

　外部の専門機関と連携する際に重要なことの２つ目は、連携
とは「組織」とするのではなく、「人」とするのだということで
す。連携先をいくつか把握し、何人かの方と顔なじみになって
おくと、困った事態が生じたときに「あの人に聞いてみよう」
となりますので、連携が素早く、スムーズに進みます。
　そのためには、直接会って話をすることが一番です。もしそ
れができないならば、電話でもかまいません。緊急時にそれは
できませんので、そうなる前に、地域の専門機関や連携の可能
性の高そうな機関には出向いて話を聞き、いざというときにす
ぐ連絡がとれるようにしておくとよいでしょう。

　外部の専門機関との連携する際に重要なことの３つ目は、
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「緊急時対応の体制を整える」ことです。そのためにはまず、日
頃から必要な情報は整理して書面で管理職に伝え、重要な判断
は管理職が下し、その判断のもとでチームが動く体制を整えて
おく必要があります。
　そして、事例把握会議において問題解決的対応が必要になり
そうな事例がある場合には、「最悪の事態」を「事前に」想定し
て、具体的な連携先を決めておいたり、リスク回避の方法につ
いてシミュレーションし、対策を練っておくことが重要です。
　実行部隊はコアチームですが、管理職の判断と方針のもとに
動く体制を整えることは、説明責任を果たすことであり、学校
や教育相談コーディネーターが責任を追及される事態を避ける
上でも重要です。
　いじめの重大事態についてのニュースが流れることがありま
すが、そうしたニュースを聞いていると、こうした準備が不十
分な学校が多いと感じます。
　次に重要なのは、その事例についてＳＣやＳＳＷの理解も参
考にしながら、学校としての基本的な考え方をまとめておくこ
とです。そうすれば、「学校としてはどのようにお考えですか」
と聞かれたときに困ることはありませんし、校内の対応がバラ
バラになることもありません。
　そして最後に、窓口は原則的に教育相談コーディネーターに
一本化することも重要です。いろいろな人が窓口になってしま
うと、思わぬところで齟齬が生じてしまう場合があります。特
に、警察が絡んだり、自死の問題が絡んだりしたときには、こ
の齟齬が重大な影響を及ぼすこととなります。ですので、電話
連絡があった場合も「すぐに折り返します」と伝えてもらって、
教育相談コーディネーターが対応するのを原則とするのがよい
でしょう。


